
出資法人等経営評価書（公益法人等会計用） 整理番号 ０９ 　　
　

　 平成27年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 370,240 68.4%

2 117,869 21.8%

3 52,891 9.8%

4

5

その他

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成24年度平成25年度 26

5,257 46,121 54,088

3.9% 32.7% 29.6%

69,999 42,383 38,656

52.1% 30.0% 21.1%

11,964 13,623 10,090

8.9% 9.7% 5.5%

47,029 38,969 79,938

35.0% 27.6% 43.7%

全体事業 134,249 141,096 182,772

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

指定管理者

http://www.greenful.jp

全体事業に占める割合

事業２

事業３

その他
事　業

主　　な
出資者

全体割合

特色を活かした里山文
化の発信

事業1～3以外

・教育･研修旅行等さとやま体験ツアーの実施，営業活動
・教育・研修旅行等誘致支援事業
・体験交流推進のための受入体制づくり
・田舎暮らし相談窓口の開設
・空き家の居住環境整備に係る経費助成

昭和60年10月31日

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

　グリーンふるさと圏における地場産業の振興及び都市との交流の重点的な推進並びに圏域の振興に
係る総合的な取組の企画立案及び調整を図ることを通じて，地域住民，民間企業その他の多様な主体
の活動及び連携・協働を促進し，もって自立的で個性豊かなグリーンふるさと圏の形成に資することを目
的とする。

541,000

理事長　　佐川　卓政　（常勤）

・機関紙，ホームページ，新聞等を活用した圏域情報発信
・常陸秋そば等地域資源の普及拡大

ホームページＵＲＬ

企画部県北振興課

0294-72-2266

admingreen@greenful.jp

事　　　業　　　名

茨城県

代　　表　　者　　名

　当機構では，中期計画（平成２３年度～平成２７年度）に基づき，県北地域の活性化のため，『個性と賑わいのある里山
文化の創造』を目指して，「特色を活かした里山文化の発信」や地域が主体となった多様な交流の推進」などを柱として，各
種施策に取り組んできました。
　特に，教育・研修旅行を軸に，民泊推進のための受入体制整備事業や，テーマ性やストーリー性のある各種ツアーを企
画・実施するなど，新たな視点での都市農村交流の確立に努めてきたところです。
　グリーンふるさと圏の豊かな緑や河川・海岸など変化に富んだ自然，四季折々の新鮮な農林水産物，里山の美しい景
観，歴史的建造物などは，県民の皆さんにとってもかけがえのない財産であります。
　グリーンふるさと振興機構は、昭和６０年の発足から県・市・町・地域で活動されている皆さんと手を携えて、これらの豊か
な財産を活用し，活力ある住みよい地域づくりを精一杯行ってきたところですが，平成２８年３月末をもって解散することに
なりました。
　今までの県民の皆様のご協力に感謝をするとともに，さらなる県北地域の活性化をご祈念いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２８年２月　　理事長　佐川　卓政

出資比率

民間企業等

圏域６市町及び旧圏域３市町

内　　　　　　　　　　　　容

新たな里山文化の創造

・田舎体験推進事業

地域が主体となった多
様な交流の推進

全体事業に占める割合

公益財団法人グリーンふるさと振興機構

［法人の概要］

公益財団法人グリーンふるさと振興機構

全体事業に占める割合

事業１

・ニューツーリズム活動支援
・旅行商品販売促進支援事業
・首都圏への魅力発信，特産品等ＰＲ
・圏域市町等が実施する震災復興イベント開催等への助
成

全体事業に占める割合

所　　   在   　　地

資本金（基本財産）

常陸太田市山下町９４９－９

年度平成
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公益法人等会計用

[経営状況] 公益財団法人グリーンふるさと振興機構 (単位：千円）　
増減数

52,501
基本財産運用益 △ 4,248
事業収益 11,200
受取補助金等 0
その他収益 45,548

経常費用 41,676
事業費 54,838
管理費 △ 13,161

うち役員人件費 △ 7
うち職員人件費 △ 319

0
10,825

△ 2,200
71

△ 2,271
0

一般正味財産増減額 8,554
△ 43,000
△ 143,347

△ 126,233

75,855
△ 202,088

17,114
17,114

0
0
0

△ 143,347

△ 201,000

補助金 0
委託料 0

0
その他（分担金・負担金・出捐金等） 0

合　　　計 0
財政的関与の割合（％） 0.0

0
0

合　　　計 0

増減P

△ 12.8
△ 5.6

3.3
53.5
0.0

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

常勤理事・監事 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0
非常勤理事・監事 12 1 0 11 1 0 12 1 0 1

計 13 1 0 12 1 0 13 1 0 1
管理職 1 1 0 1 1 0 1 1 0 0
一般職 7 1 0 6 0 0 6 0 0 0
嘱託・臨時職員等 5 6 6 0

計 13 2 0 13 1 0 13 1 0 0

千円

千円

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経常増減額

28,662

46,899

104,725 106,614

14,474

0

△ 35,974

27,000

0.0

13,445

813,774

159,920

161,452
34,481 21,320

△ 71

57,724

28,343

認定法第15条に定める率

経常外増減額

0

△ 27,000

平成25年度 平成26年度

0

0.0%

195,078
546,331

増減理由

プロパー職員平均給与（年額）

理事1名選任に伴う増

常勤役員平均報酬(年額)
0.0

0

18.2%

増減数

96.2%

541,000

備　考

0

0

0

0

670,427

88.3%

旅行業収入の増

基本財産取崩額の増

平成25年度決算時修正による減

0

741,409
未払金支払資金の増

70,982
0

未払金の増

14,631

基本財産取崩額の増等による減

固定資産廃棄損計上による増

205,468

4,913

0

4,920

0

70,982

182,772

増減理由

基本財産残高減少による減

0

141,096

0

2,200

2,200

119,223

平成27年平成26年

0
0

0.0%

11.7%

92.8%
221.3%

24.4%

15,000
17,262

0

0
0

0
0

53,659
906,521

流動資産

53,868

0

813,774
900,000

0

922,675

0

固定負債

0

固定資産
負債合計

正味財産期末残高

2,200

867,642

748,419

流動負債

49,099

0

うち長期借入金

35,305
0

△ 8,974

うち短期借入金

資産合計

経常外収益

評価損益等

53,868

2,006
134,249

15,359

29,524

一
般
正
味
財
産

960,180

27,000
経常外費用

指定正味財産増減額

32.8%

0

32,262

0

経常収益

61,905
19,005

98,275

4,961

0

人件費比率

主要経営指標

借入金残高／負債・正味財産合計

算式等

274.8%
0.0%

152.0%
0.0%

流動資産／流動負債　

670,427

0

△ 158,000

71

30代 40代

922,675

0.0%

23.8%

0

区　　　　　　分

9,197
25,831

0

平成25年度

57,653

平成26年度
187,995 240,496

平成24年度

歳42.7

平均年齢50代 合計

70

60代

平成25年

742,000

平成24年度

0

0

0

0

22.0%
14.5%
51.5%

年
当
期

プロパー職
員平均勤続

年数 2 2 21

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

～20代

７月１日現在の人数

流動比率

役員

　

職員

0.0

借入金比率

人件費／経常費用
自己収益額／経常収益自己収益比率

管理費比率

貸付金

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

管理費／経常費用

借入金残高（期末）

県
財
政
関
与
状
況

公益目的事業比率

0 00法人税・住民税・事業税

貸
借
対
照
表

基本財産充当額
正味財産合計

37,505

△ 201,000
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今後の事業展開の方向

　中期計画（平成２３年度～平成２７年度）に基づき，｢個性と賑わいのある里山文
化の創造｣の実現に向けて，｢特色を活かした里山文化の発信」，｢地域が主体となっ
た多様な交流の推進｣，｢新たな里山文化の創造｣を基本方針として，圏域に係る広域
的な情報発信や教育･研修旅行を中心とした交流拡大に関する事業などに重点的に取
り組みながら，市町や地域づくり団体等が主体的に連携して広域的な事業展開がで
きるような体制の確立を目指していく。

　アンケート調査等に
よる顧客の満足度把握
に努め，県北地域の振
興に必要とされる事業
を推進する。

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性 15

15

14

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計

18 20

満点

20

20

20

計画性

10

評価項目数

9

8

評点

公益法人等会計用
公益財団法人グリーンふるさと振興機構

警　戒　指　標

財務健全性

得点率

75%

75%

70%

17

97

13

75

9

47 77%

90%

76%

《評価の視点》

　中期計画の基づき，
『個性と賑わいのある
里山文化の創造』の実
現に向け，基本方針で
ある「特色を活かした
里山文化の発信」，
「地域が主体となった
多様な交流の推進」，
「新たな里山文化の創
造」を３本柱として事
業を展開している。

　業務規程等が整備
し、内部統制をを
図って運営をしてい
る。
　また，県，市町か
らの派遣職員や民間
企業退職者等により
運営されており，各
種業務ニーズに求め
られている人材を配
置している。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直
しが行われているか

財務健全性

　平成１８年度に事
業内容及び組織体制
の大幅な見直しを行
い，収入の確保，経
費抑制に努めてい
る。
　未だ残る東日本大
震災以降の風評払拭
にも注力しながら，
効率的，効果的に事
業を推進していく。

　県補助金の廃止によ
る事業資金不足を補う
ため，基本財産の取崩
しにより自主財源を確
保している。
　旅行業による収益向
上等，安定した事業運
営のための財源確保に
努める。

法人の財務体質が健全である
か，また，各事業の採算性がと
れているか

財務健全性効率性

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全性効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

区分

100.0% 1

一人あたりの役務提供実
績

件 56 57

△ 10 1 6

50

平均目標達成度 85.0%

総合的所見等
に係る対応

　平成２８年１月１８日開催の理事会及び２月８日開催の評議員会において，法人
の存続期間を平成２８年３月３１日までとすることを決定したところであり，現在
関係機関と調整を図りながら法人解散に係る諸手続きを進めているところである。

効率性 財務健全性

総合的所見等 　平成２７年度末の法人解散に向け，関係団体と調整を図りながら，円滑にその手
続きを進められたい。

100.0% 100.0

118.0

効
率
性

人件費割合の縮減
ポイ
ント

50 60 100.0%

10

自主財源比率 ％ 46.2 100.0 100.0 100.0

10.0% 50

100.0 131.6 100.0%健
全
性

収支比率 ％ 73.2 100.0

18,277

H25実績

100.0% 20,000

移住・二地域居住者数 人 9 5 40 4

単位 H24実績 H27目標値

経
営
目
標

事
業
成
果

さとやま体験ツアー参加
者数

人 12,894 13,010 15,000

取組みを強化すべき視点 目的適合性 計画性 組織運営健全性

法人担当課の意見

　政策目標の達成に向け，各市町のイベント等と連携したツアーの実施などにより，効果的
な誘客を図り，圏域の活性化に取り組んでいる。
　なお，グリーンふるさと振興機構は平成２７年度末の解散が予定されていることから，来
年度以降の圏域６市町による教育旅行推進体制の整備をはじめ，解散に必要な準備を着実に
進めることとしている。

H26実績 達成度(%)

［経営目標］

指　　標　　名

財務健全性
　交流の拡大などを柱
として，県等とも役割
分担を明確にしなが
ら，自律的で個性豊か
なグリーンふるさと圏
域の形成を狙いとした
事業展開が図られてい
る。

　中期計画に具体的な
目標値を設定し，目標
達成に向けて事業を実
施するとともに，財団
の活動・財務等に関す
る情報について，ホー
ムページ，機関紙等で
公開しており，積極的
に情報公開がなされて
いる。

　業務に精通した民間
企業等出身者を登用
し，民間の経営ノウハ
ウ活用による組織の活
性化や自立的経営の促
進に努めている。

　平成２５年度から
補助金を廃止してお
り，引き続き，効率
性の向上に努める必
要がある。

　借入金もなく，法人
の健全性は確保されて
いる。公益法人として
の目的を遂行するた
め，経費削減を図りな
がら，基本財産を一部
取り崩すことにより集
中的に事業を展開して
いる。

目的適合性

26

計画性 組織運営健全性 効率性

改善の余地あり概ね良好 大いに改善を要する改善措置が必要

H 目標値
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